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はじめに
個人的な話になるが，筆者は韓国のソウルで
生まれ，早めの中卒まで韓国で育った。育ちの
遅い末っ子だったが，日本人としては平均的な
両親や兄や姉たちと比べ，身近に観察する朝鮮
の人が「内地人」（日本人）より背が高いと実
感したことはなかった。
「引き揚げ」後，最初にソウルに戻ったの
は，１９７５年，マレーシアのクアラルンプールで
開かれた FAO主催の「大都市における食料品
流通」に関するワークショップの帰途であった。
多少の寄り道では，航空運賃に変わりないとの
ことで，台北とソウルに立ち寄った。
あの折は，かつての住居や卒業した小学校と中
学校を訪れただけで，大学で講義をしたり若い
研究者と交流したりする機会はなかったので，
当時教鞭をとっていた専修大学の学生や若い
スッタッフとの比較はしていない。ソウルはま
だ地下鉄も設置されておらず，他方市電は撤去
され，ハングル・サインのバスだけだったので，
広い範囲を出歩いたわけではない。
当時の韓国経済は朝鮮戦争（１９５０―５３年）か
らの復興が緒に就いたばかりで，１人当たり
GNPもわが国の数分の１水準だった。それと
関連しているかどうかは別として，全般的に韓
国の人が日本人より体が大きいという印象は受
けなかった（詳しい数値比較は後述）。
所得水準に格段の差が存在したにも拘らず，
体格において韓・日の間に歴然たる差が観察さ
れないとすれば，そもそも「民族的資質」にお
いて，韓国人のほうが日本人より身長が幾らか
高いのかもしれない。国際学界において広く認
知されているMax Roser, Human Height（２０１７）
において，１９００年出生コウホート（男子）の１９２０
年における平均身長は，朝鮮が１６０cm，日本が
１５８cmと報告されている。同じく１９２０年出生
コウホートの２０年後のそれは，それぞれ１６３cm，
と１６０．５cmで，若い成人の身長は朝鮮の方が
日本より平均的に２―３cm高いと推計されて
いる。日本（本土）においては，１９００年から文
部省による『学校保健統計調査』が実施され，６
歳から２０歳まで年齢別の平均身長が各年度報告
されている。それによると，１９１８―２２年時点で
１７歳の平均身長は１６０．０cm，１９歳のそれは１６１．８
cmで，前出の推計値より２cm強高い。また
１９４０年前後における平均身長は，それぞれ１６２．５
cm，１６３．５cmで，Roserより２―３cm高く推
計されている。それらの公式統計に対応する朝＊ 専修大学名誉教授
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鮮サイドの推計値は見当たらないが，１９７０年代
後半に，日本国内で生まれ育った韓国人学校生
徒の年齢別身長を，日本人生徒と比較した調査
において，韓国人と日本人生徒の間に差は存在
しなかったと報告されている（Y.S. Kim,１９８２）。
筆者の限られた観察によると，日本国内でも
たとえば東北地方と九州・四国地方の間では，
平均的に２―３cm程度の身長差があったよう
に思う（例えば，秋山ほか「なぜ新潟の学童は
背が高いのか」２００６など）。他方，南も北も，
日本の子供たちは戦後，男子は１０cm前後，女
子は８cm前後背が高くなっている。現在でも
一般に西欧人と東北アジヤ人の間に観察される
身長差を論ずるとき，顔かたちや毛髪など同様，
遺伝的特性あるいは民族差を無視するのは現実
的でない。しかしながら，過去半世紀における
韓国と日本の子供たちの身長発達パタンの差異
を論ずるとき，（あるいは存在するかもしれな
い）「民族差」に執着するのは，他に注目すべ
き視点を見失うという意味で，あまり生産的で
はない。敗戦直後，進駐してきた米軍兵士は，
まさしく「電信柱」のようにノッポで，ショッ
クを受けた。
これまでの研究
このところ毎日目を通している『朝鮮日報』
（電子版，２０１６年２月２５日）に，「（韓国の）高
３男子の身長が，２００５年ころから伸び止まった
云々」なる記事があった。長年日常的に接して
きた専修大学の新入生（１８―９歳）の視覚的観
察から，日本の同年輩の男子は１９６０年ころから
着実に身長が高くなってきたが，１９８０年代後半
ころから伸び止まっているように感じていた。
日本に比べかなり後発だったが，韓国経済の近
年における発展は目覚ましく，国民所得は着実
に増大し，生活水準は上昇した（詳しくは後出）。
それに伴い，子供たちの体位は目立って向上し
た。しかし生活水準と国民の体位は並行して進
むものではない。民族によって遺伝的素質／潜
在性は同じではないが，（平均的に）体位の向
上には一定のプラトウ（plateau）が存在する
ようである。韓国も，日本が１９８０年代後半ころ
到達したように，２０００年代半ばに「プラトウ」
に達したのであろう。当初はその程度に受け止
めた。
念のため，グーグルで日本の高３男子の平均
身長を検索して，意外であった。上記『日報』
の記事によると，韓国の高３の平均身長は，２０１５
年に１７３．５，同じ年次に日本の高３の平均身
長は１７０．７で，３前後低い（統計的エラー
の範囲を超えている＊１）。わが国経済は１９９０年
代初めに「バブル」がはじけて以降，「失われ
た１０年」，それが永年化して「失われた２０年」
などと言われてきたが，２０００年代当初，１人当
たり GDPは韓国の約３．０倍，２０００年代半ばに
約２倍，２０１５年でも韓国より１．３倍前後高い
（IMF-Databases）。２０００年代半ばに韓国の高校
生のほうが日本の高校生より平均３cm前後高
い統計的事実は，単純な国民所得の比較論では，
説明し難いと思われた。筆者が韓・日間の子供
の身長比較にのめり込むきっかけである。
朝鮮日報東京支局のご手配で，韓国の子供た
ちの年齢別平均身長に関し，１９６５年にさかの
ぼって時系列データを入手することができた。
Ji-Yeong Kim et al. “Anthropometric changes in
children and adolescents from１９６５ to２００５ in
Korea,” Am. J. Physical Anthropology,２００８記載
の幾つかの表と，合わせて，国際的に身長の長
期的変化をめぐる数点の代表的文献も提供され
た。フォーゲルの経済ノーベル賞受賞記念講演，
“ economic growth, population theory, and
physiology,” AER８４１９９４などである（Mori,
２０１６）。筆者にとって初めての研究分野なので，
文献渉猟には手間取ったが，最も強い影響を受
けたのは，ステッケルの下記の言である。
「Stature：身長は個人の栄養的必要を考慮し
た消費の尺度で，それは健康に対する投入の供
給のみならず，それらの投入に対する需要を把
握する正味の尺度である」（R.H. Steckel, “stat-
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ure and the standard of living,” Journal of Eco-
nomic Literature, XXXIII,１９９５, p.１９０３）。筆者
の本来の専攻分野が食料の消費・需要分析で
あっただけに，身長に関するその後の研究を導
くバイブルとなった。
表１，２は，その折入手した男女別，１歳か
ら２０歳まで１歳刻みのデータを，統計誤差を補
正する意味もあって，例えば４―５歳のように
それぞれ２歳平均に区分し，集約したものであ
る。日本と韓国のいずれも，１９６０年代から１９９０
年代にかけて，男女とも身長は顕著に増加した。
１９７０年から１９８０年代にかけて，ほぼ成人した段
階（男子は１９―２０歳単純平均；女子は１８―１９歳単
純平均）で，両国はほぼ同じ水準であった。日
本は１９８０年代から１９９０年代にかけて背丈の伸び
が目立って鈍化したが，韓国は伸び続け，１９９０
年代後半において，男子は韓国のほうが２cm，
女子も同じく２cm強，２０００年代半ばには，男
子も女子も，日本よりそれぞれ３cm強高く
なった。
加えて成人した段階での背丈だけで無く，成
人に至る身長の成長パタンにも，両国の間に顕
著な差異が観察された。すなわち，たとえば１９８０
年代半ばにおいて，男子は１４―１５歳段階で，日
本の子供たちのほうが３cm強，女子は１３―１４
歳段階で１．４cm高かったが，１９９０年後半時点
の成人段階では，関係が逆転して，韓国のほう
がそれぞれ２cm前後高くなっていた。筆者は，
思春期後半における成長速度において，韓国と
日本の間には歴然とした差異が存在していたと
想定した。しかしそのような差異は，必ずしも
民族的特性に基づくものではなく，同じ民族で
構成されている日本の子供たちのケースでも，
男子は１５歳から２０歳，女子は１３歳から１８歳まで
の成長速度が，１９４８年から１９５３年に至る期間，
ややテンポが落ちるが１９５３年から１９５８年，１９５８
表１ 日本と韓国の未成年男子の年齢階層別長期趨勢，１９６５―２００５年
（cm）
jp kr jp kr jp kr jp kr jp kr
年齢（歳） １９６４―６６ １９６５ １９７５―７６ １９７５ １９８３―８５ １９８４ １９９６―９８ １９９７ ２００４―０６ ２００５
４―５平均 １０４．６ ９８．１ １０５．５ １０１．５ １０６．３ １０５．１ １０６．１ １０６．６ １０７．０ １０７．９
９―１０平均 １３０．９ １２６．０ １３３．９ １２９．６ １３４．４ １３２．９ １３５．４ １３５．４ １３５．８ １３８．７
１４―１５平均 １６０．１ １５２．８ １６３．８ １５５．９ １６５．１ １６１．６ １６６．１ １６５．３ １６６．４ １６８．９
１９―２０平均 １６５．５ １６８．８ １６８．３ １６８．４ １７０．５ １７０．１ １７１．２ １７３．３ １７１．３ １７４．４
出所：日本は『国民栄養調査』；韓国は J-Y Kim et al.,“Anthropometric Changes,”２００８。
注：jpは日本；krは韓国。
表２ 日本と韓国の未成年女子の年齢階層別長期趨勢，１９６５―２００５年
（cm）
jp kr jp kr jp kr jp kr jp kr
年齢（歳） １９６４―６６ １９６５ １９７５―７６ １９７５ １９８３―８５ １９８４ １９９６―９８ １９９７ ２００４―０６ ２００５
３―４平均 ９７．４ ９０．９ ９８．７ ９３．７ ９９．０ ９６．９ ９９．０ ９８．２ ９９．９ １００．２
８―９平均 １２５．３ １１９．７ １２７．６ １２４．１ １２９．２ １２７．５ １２９．８ １２９．１ １３０．３ １３２．６
１３―１４平均 １５１．２ １４６．９ １５３．６ １５０．１ １５４．９ １５３．５ １５５．１ １５６．４ １５６．１ １５８．３
１８―１９平均 １５４．０ １５５．７ １５５．９ １５６．８ １５７．２ １５７．３ １５８．０ １６０．３ １５８．３ １６１．５
出所：表１と同じ。
注：表１と同じ。
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年から１９６３年に至る時期には，それ以降に比べ
顕著に早かったことが分析されている（Mori,
２０１８b）。成長の初期／中期段階において食糧
事情が悪く成長が遅れた子供たちの場合，成長
後半において栄養供給が好転すれば，思春期後
半でも，“catch-up”する可能性があることは
実証されている（R.H. Steckel,１９８７; A. Pren-
tice et al.,２０１３; T. Belachew,２０１３; etc.）。
＊１ 同学年の平均身長の推計値は，２０１０年から２０１５
年まで１７０．７cmで，年々の変動は記録されていない
（『学校保健調査』）。
両国に共通する『学校保健統計調査』
に基づく新たな分析
日本には，私立校を含み全国を網羅した学校
生徒を対象とする健康状況調査が実施されてお
り，第二次大戦中と前後，１９４０―４７年の期間を
除き，１９００年から現在に至るまで，毎年の保健
統計が，インターネット上でも公表されている。
これまでの分析で利用してきた『国民栄養調査』
の「身体状況調査」（身長・体重など）におけ
る１歳から２５歳の年齢階級別調査対象数は，例
えば１９８４年の男性の場合１歳から１５歳まではそ
れぞれ１００―１５０，１５歳から２０歳まではそれぞれ
５０―１００前後で，１４歳の平均身長１６３．５に対し，
SDは７．０，同じく１８歳の平均身長は１６８．８
に対し，SDは７．３と記載されており，年次
ごとの各歳別の平均値は必ずしも安定していな
い。
その点，『学校保健調査』は調査対象数が圧
倒的に多く，年々の各歳別平均値は極めて安定
している。ただし学校生徒を対象にしているか
ら，未就学の児童は調査されていない。また年
次によって高校より上の専門・大学校生徒が調
査対象に含まれている場合もあるが，戦後一貫
して発表されているのは小学校１年生（６歳＊２）
から，高校３年生（１７歳＊２）までに限定されて
いる。
韓国にもわが国の『学校保健調査』に類似し
た統計調査が実施されており，１９６０年代初めに
溯って年度別の報告書が刊行されていることは，
千葉経済大学三浦洋子教授から教えていただい
た。本年春先のことである。教授は同報告書を
所蔵しているアジア経済研究所の図書館
で，１９６２年度報告書の関係ページをコピーして
送ってくださった。専修大学図書館，窪田氏は
多大の検索努力の結果，インターネット上で韓
国文教部が発行している『文教統計要覧』＊３を
探し当て，小学校１年生（６歳）から高校３年
生（１７歳）までの学年別平均身長の詳細な統計
数値をダウンロードしてくださった。今年３月
下旬のことである。作表してみると，日本の学
校保健統計に比べ，各歳別平均身長の推計値の
年々のブレが大きいので，本稿の作表では各年
齢別に，前後３年の単純平均値（たとえば，１９７０
年は１９６９―７１年の３ヵ年平均）を採用している
（１９６０年だけは，１９６０―６１年の２ヵ年平均）。そ
れに合わせ，日本の各年の推計値もそれに準じ
て作表した。
先に挙げた表１（男性）と表２（女性）の年
齢階層別平均身長の日・韓比較は，年次が不規
則に限定されているだけでなく，調査対象数が
圧倒的に多い学校生徒調査の結果と比べ，平均
値の推計にやや問題があることが分かってきた。
５cmとか１０cmオーダーの差異でなく，１―３
cm規模の差異を検証するには，必ずしも適当
ではないと筆者は感ずるに至っている。ただし，
『学校保健調査』はすでに述べたが，一番上が
高校３年生で実年齢は半数が１７歳，残りは１８歳
で，特に男子の場合，それ以降も１―２cm伸
びるケースが稀でないことを考慮に入れる必要
があるだろう。１５歳以降の思春期後半における
成長速度は，時代（栄養摂取の改善）によって
（Mori,２０１８b），また民族によっても（？），多
少変異するかもしれない。
そうした事情を踏まえても，表３を一見して
気付くのは，まず１９６０年代から１９９０年代初めま
で，男子はほぼ成人した段階（１７―１８歳）で，
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表３ 日本と韓国の男子学校生徒の年齢別平均身長の推移，１９６０―２０１０年
日本の男子生徒の平均身長：３ヵ年移動平均値 （cm）
年齢／年次 １９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０
６ １１１．９ １１３．４ １１４．５ １１５．２ １１５．７ １１６．４ １１６．８ １１６．８ １１６．７ １１６．７ １１６．７
７ １１７．２ １１８．８ １２０．０ １２０．８ １２１．３ １２２．１ １２２．５ １２２．６ １２２．４ １２２．５ １２２．６
８ １２２．２ １２４．０ １２５．４ １２６．３ １２６．８ １２７．５ １２８．０ １２８．１ １２８．１ １２８．２ １２８．２
９ １２７．０ １２８．８ １３０．３ １３１．４ １３２．０ １３２．７ １３３．３ １３３．５ １３３．５ １３３．６ １３３．５
１０ １３１．８ １３３．６ １３５．２ １３６．５ １３７．２ １３７．７ １３８．５ １３８．９ １３９．０ １３８．９ １３８．８
１１ １３６．５ １３８．６ １４０．４ １４１．９ １４２．８ １４３．３ １４４．４ １４４．９ １４５．３ １４５．１ １４５．０
１２ １４２．１ １４４．７ １４７．０ １４８．６ １４９．５ １５０．１ １５１．５ １５２．０ １５２．８ １５２．６ １５２．４
１３ １４８．７ １５１．８ １５４．０ １５６．０ １５７．１ １５７．６ １５８．９ １５９．５ １６０．１ １５９．９ １５９．７
１４ １５５．３ １５８．２ １６０．５ １６２．２ １６３．３ １６３．８ １６４．６ １６５．１ １６５．５ １６５．３ １６５．１
１５ １６１．５ １６３．５ １６４．７ １６６．１ １６７．０ １６７．５ １６７．９ １６８．４ １６８．６ １６８．４ １６８．３
１６ １６３．８ １６５．７ １６６．９ １６７．９ １６８．８ １６９．３ １６９．６ １７０．１ １７０．１ １７０．０ １６９．９
１７ １６５．１ １６６．７ １６７．９ １６８．８ １６９．６ １７０．２ １７０．５ １７０．９ １７０．９ １７０．８ １７０．７
注：たとえば１９６５年は，１９６４―６６年の単純平均。
出所：文部省『学校保健調査』各年。
韓国の男子生徒の平均身長：３ヵ年移動平均値 （cm）
年齢／年次 １９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０
６ １１１．０ １１１．９ １１２．９ １１４．１ １１６．４ １１６．７ １１７．７ １１９．０ １２０．２ １２１．０ １２１．８
７ １１４．９ １１５．２ １１７．６ １１９．７ １２１．６ １２２．５ １２３．０ １２４．７ １２５．９ １２６．８ １２７．７
８ １１９．０ １１９．３ １２１．５ １２３．８ １２６．６ １２７．５ １２８．３ １３０．０ １３１．２ １３２．２ １３３．２
９ １２３．５ １２３．４ １２６．０ １２８．６ １３１．４ １３３．７ １３３．３ １３５．０ １３６．５ １３７．９ １３８．５
１０ １２８．０ １２７．５ １３０．３ １３３．２ １３５．６ １３７．２ １３８．３ １４０．０ １４１．９ １４３．１ １４３．９
１１ １３１．６ １３１．４ １３４．５ １３７．４ １４０．７ １４２．１ １４３．７ １４５．７ １４７．９ １４９．４ １５０．４
１２ １４０．３ １４１．８ １４３．７ １４４．４ １４６．３ １４８．２ １４９．７ １５２．０ １５４．８ １５６．９ １５８．０
１３ １４４．５ １４５．３ １４８．１ １５０．４ １５２．７ １５４．８ １５６．０ １５９．０ １６１．８ １６３．６ １６４．４
１４ １４９．５ １５０．１ １５２．３ １５５．９ １５９．４ １６１．０ １６２．３ １６４．７ １６７．０ １６８．３ １６９．０
１５ １５５．６ １５９．０ １６０．９ １６３．７ １６４．４ １６５．５ １６６．３ １６８．３ １７０．５ １７１．６ １７１．８
１６ １６１．２ １６１．９ １６３．９ １６５．６ １６７．０ １６７．９ １６８．３ １７０．３ １７２．１ １７２．８ １７３．１
１７ １６３．３ １６３．８ １６６．１ １６７．２ １６８．４ １６９．４ １６９．７ １７１．０ １７２．９ １７３．７ １７３．７
出所：文教部『文教統計要覧』各年。
男子学校生徒の年齢別平均身長の日・韓差の推移，１９６０―２０１０年 （cm）
年齢／年次 １９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０
６ ０．９ １．５ １．６ １．１ －０．７ －０．３ －０．９ －２．２ －３．５ －４．３ －５．１
７ ２．３ ３．６ ２．５ １．０ －０．２ －０．４ －０．５ －２．１ －３．５ －４．２ －５．２
８ ３．２ ４．７ ３．９ ２．５ ０．２ ０．１ －０．３ －１．９ －３．１ －４．０ －５．０
９ ３．６ ５．４ ４．４ ２．８ ０．６ －１．０ ０．０ －１．５ －３．０ －４．３ －４．９
１０ ３．８ ６．１ ５．０ ３．４ １．５ ０．５ ０．２ －１．１ －２．９ －４．２ －５．１
１１ ４．９ ７．１ ６．０ ４．６ ２．１ １．２ ０．７ －０．８ －２．６ －４．３ －５．３
１２ １．８ ２．９ ３．２ ４．２ ３．２ １．９ １．８ ０．０ －２．０ －４．３ －５．６
１３ ４．２ ６．５ ５．９ ５．６ ４．５ ２．９ ２．９ ０．５ －１．７ －３．７ －４．７
１４ ５．９ ８．１ ８．２ ６．３ ３．８ ２．８ ２．２ ０．５ －１．５ －３．０ －３．８
１５ ５．９ ４．６ ３．８ ２．４ ２．６ ２．１ １．６ ０．１ －２．０ －３．２ －３．５
１６ ２．７ ３．８ ３．０ ２．３ １．８ １．４ １．３ －０．３ －２．０ －２．８ －３．２
１７ １．８ ２．９ １．８ １．６ １．２ ０．８ ０．８ －０．１ －２．１ －２．９ －３．０
出所：筆者が算出。
日・韓の身長比較再論―学校保健統計調査に基づいて
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日本のほうが韓国より背が高い。１９６０年代から
１９７０年代にかけて，２．０cm前後，１９８０年から
１９９０年代初めにかけて差は１．０cm弱に縮小
し，１９９０年代半ばに同水準になり，２０００年代初
めに逆に韓国の方が２．０cm高く，２０００年代半
ば以降３．０cm高くなっている。日本の高３男
子の身長は，１９９０年以降ほとんど伸びなくなっ
ているに対し，韓国の高３男子の身長は２０００年
代半ばまで堅調に伸び続けた結果である。身長
格差の逆転は，小１（６―７歳）と小２（７―８
歳）の低年齢層ではすでに１９８０年代初めに観察
され，１９９０年代半ばには小１―６年生（６―１２歳）
階層に広がり，２０００年代初めには全年齢階層で，
韓国の方が２―３cm高く，特に小１から中２
年生までは３．０cm前後高くなり，この年齢層
に限っては２０１０年代初めに５．０cm以上も高く
なっている。日本の子供たちの背が低くなって
いるわけではなく，韓国の低年齢層の身長が伸
び続けているのである。さらに詳細な観察は読
者に委ねよう。
女子の場合韓国では，１９６０年代から１９７０年代
初めころは，経済・社会的に高校への進学率が
低かったので，１５―１８歳の学校生徒の平均はや
や代表性に欠けるのを承知しておく必要がある
だろう。その点を外せば，日・韓の年齢別平均
身長の相対比較論は，上のパラグラフで男子に
ついて述べたのと構造的にほとんど変わらない。
すなわち，１９７０年代半ばまではどの年齢階層で
も日本の方がかなり高いが，１９９０年代初めころ
から，小１―３年生の低年齢層で韓国の方がや
や高くなり，２０００年代初めには全年齢層で韓国
の方が一律２．５cm前後高く，２０１０年代初めに
は小１―６年の低年齢層では５cm近く，中・
高生でも３．０cm以上高くなった。日本の女子
の身長の伸び止まりは，男子に比べると，やや
早く１９８０年代半ばころに始まっているように見
える。この観察は恐らく統計誤差の範囲を超え
ると思われるが，特記すべきことでもないだろ
う。
統計数値が許す１９６０年から２０１０年までの期間，
当初は日本の方が韓国より高かったが，１９８０年
代には同水準に並び，１９９０年代半ばには低年齢
層では韓国の方が１―２cm，２０００年代初めには
すべての年齢層で韓国の方が２cm以上，さら
に２０００年代半ばには３cm以上高くなり，２０１０
年代初めには低年齢層では男女とも５cm前後
高くなっている。子供たちの身長における，日
本と韓国の間に観察される構造的変化をもたら
した要因は何かを，特に食料消費，Steckelの
言葉を借りれば，「健康に対する投入」の観点
から検討するのが次の課題である。
＊２ わが国の学期は例年４月１日に始まるから，か
りに『保健調査』が秋に実施されたとすれば，小１
年生の半数は７歳，高３年生の半数は１８歳になって
いるはずである。
＊３ 英語では，STATISTICAL YEARBOOK OF EDU-
CATION, Department of Education.
食料消費の趨勢的変化：
日本と韓国の対比
表３および４に記載されている１９６０年時点に
１５―１７歳（高１―３年生）は，第二次大戦中ない
し戦直後に出生したコウホートである。彼らの
多くは，乳幼児期から小学校高学年までの時期
を，きわめて劣悪な食料供給のもとに過ごして
いる。日本において戦後３年経過した１９４８年度
（４月から翌年３月）においても，国民１人当
たりの総供給熱量は，１，８５１Kcalで，総カロリ
ーにおいて戦前水準に戻ったのは１９５０年代半ば
以降である（付録表１参照）。他方韓国におい
ては，戦中に日本本土のように激しい空襲に
よって国土と生産基盤が破壊されることはなく，
また戦後多数の帰還兵士を迎え入れることもな
かったので，同時期は国民１人当たりの食料供
給は日本よりは良好だったと推定される。しか
し１９５０年に朝鮮戦争が始まり，３ヵ年に及んだ
激しい戦争で国土・経済活動が壊滅したから，
国民の食料事情は日本に比べ良かったとは思え
ない。ただし日本（本土）には，戦時中と戦争
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表４ 日本と韓国の女子学校生徒の年齢別平均身長の推移，１９６０―２０１０年
日本の女子生徒の平均身長：３ヵ年移動平均値 （cm）
年齢／年次 １９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０
６ １１０．８ １１２．５ １１３．６ １１４．５ １１４．９ １１５．７ １１６．０ １１６．０ １１５．８ １１５．８ １１５．７
７ １１６．１ １１７．８ １１９．２ １２０．０ １２０．６ １２１．４ １２１．８ １２１．８ １２１．７ １２１．７ １２１．７
８ １２１．３ １２３．０ １２４．５ １２５．７ １２６．１ １２６．９ １２７．４ １２７．６ １２７．５ １２７．５ １２７．４
９ １２６．５ １２８．４ １３０．０ １３１．３ １３１．８ １３２．６ １３３．１ １３３．５ １３３．５ １３３．５ １３３．５
１０ １３２．２ １３４．１ １３６．１ １３７．７ １３８．２ １３８．８ １３９．５ １４０．２ １４０．３ １４０．２ １４０．２
１１ １３８．４ １４０．５ １４２．７ １４４．２ １４５．０ １４５．５ １４６．２ １４６．８ １４７．１ １４６．９ １４６．８
１２ １４４．２ １４６．４ １４８．３ １４９．７ １５０．４ １５０．９ １５１．５ １５１．９ １５２．２ １５２．０ １５１．９
１３ １４８．５ １５０．３ １５２．１ １５３．２ １５４．１ １５４．４ １５４．７ １５５．１ １５５．１ １５５．２ １５５．０
１４ １５０．９ １５２．５ １５４．０ １５４．９ １５５．９ １５６．３ １５６．５ １５６．７ １５６．８ １５６．７ １５６．６
１５ １５２．９ １５４．１ １５５．１ １５５．７ １５６．５ １５７．０ １５７．２ １５７．３ １５７．３ １５７．３ １５７．２
１６ １５３．４ １５４．６ １５５．５ １５６．２ １５６．８ １５７．４ １５７．６ １５７．８ １５７．７ １５７．８ １５７．７
１７ １５３．９ １５４．８ １５５．７ １５６．３ １５６．９ １５７．６ １５７．９ １５８．１ １５８．１ １５８．０ １５８．０
注：表３に準じる。
出所：表３に準じる。
韓国の女子生徒の平均身長：３ヵ年移動平均値 （cm）
年齢／年次 １９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０
６ １１０．４ １１０．７ １１１．８ １１３．０ １１５．１ １１５．８ １１６．７ １１８．０ １１８．８ １１９．７ １２０．６
７ １１４．７ １１４．４ １１５．４ １１７．９ １２０．３ １２１．４ １２２．０ １２３．３ １２４．７ １２５．４ １２６．３
８ １１８．９ １１８．６ １２０．２ １２２．５ １２５．８ １２６．５ １２７．７ １２８．７ １３０．１ １３１．２ １３２．１
９ １２２．９ １２３．３ １２４．８ １２７．６ １３０．６ １３１．９ １３２．７ １３４．７ １３５．９ １３７．５ １３８．２
１０ １２６．３ １２７．０ １２９．７ １３３．０ １３６．７ １３７．４ １３９．０ １４１．０ １４２．４ １４３．９ １４４．７
１１ １３１．７ １３１．１ １３３．４ １３８．４ １４２．１ １４４．０ １４５．０ １４７．０ １４９．１ １５０．５ １５１．１
１２ １４２．０ １４１．９ １４４．２ １４６．５ １４８．６ １４９．５ １４９．３ １５２．７ １５４．２ １５５．３ １５５．７
１３ １４５．６ １４５．３ １４８．３ １５０．３ １５２．５ １５３．５ １５３．７ １５５．７ １５７．３ １５７．９ １５８．１
１４ １４９．９ １４７．８ １５０．８ １５２．９ １５４．９ １５５．４ １５６．０ １５７．７ １５８．９ １５９．４ １５９．６
１５ １５３．６ １５４．３ １５４．２ １５５．５ １５６．１ １５６．５ １５７．０ １５８．０ １５９．６ １６０．３ １６０．４
１６ １５５．０ １５５．３ １５６．２ １５６．０ １５６．７ １５７．２ １５８．０ １５９．０ １６０．１ １６０．７ １６０．７
１７ １５５．８ １５７．２ １５７．３ １５６．２ １５７．３ １５７．２ １５８．０ １５９．３ １６０．６ １６１．１ １６１．０
出所：表３に準じる。
女子学校生徒の年齢別平均身長の日・韓差の推移，１９６０―２０１０年 （cm）
年齢／年次 １９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０
６ ０．４ １．８ １．７ １．５ －０．２ －０．１ －０．６ －２．０ －２．９ －３．９ －４．８
７ １．４ ３．５ ３．８ ２．２ ０．３ ０．０ －０．２ －１．６ －３．０ －３．８ －４．７
８ ２．５ ４．４ ４．３ ３．２ ０．３ ０．４ －０．３ －１．１ －２．６ －３．７ －４．７
９ ３．７ ５．１ ５．２ ３．７ １．２ ０．７ ０．５ －１．２ －２．４ －４．０ －４．７
１０ ５．９ ７．１ ６．４ ４．７ １．５ １．４ ０．５ －０．８ －２．１ －３．８ －４．５
１１ ６．７ ９．３ ９．３ ５．８ ２．８ １．５ １．２ －０．２ －２．０ －３．６ －４．３
１２ ２．２ ４．５ ４．１ ３．１ １．８ １．４ ２．２ －０．８ －２．０ －３．２ －３．８
１３ ２．８ ５．０ ３．８ ２．９ １．５ ０．９ １．１ －０．６ －２．１ －２．７ －３．１
１４ １．０ ４．７ ３．２ ２．１ １．０ ０．９ ０．５ －１．０ －２．１ －２．７ －３．０
１５ －０．８ －０．２ ０．９ ０．２ ０．４ ０．４ ０．２ －０．７ －２．３ －３．０ －３．３
１６ －１．５ －０．８ －０．７ ０．２ ０．１ ０．３ －０．４ －１．２ －２．４ －２．９ －３．０
１７ －１．９ －２．３ －１．６ ０．１ －０．３ ０．５ －０．１ －１．３ －２．５ －３．１ －３．１
出所：筆者が算出。
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直後を除き，年度別に農林省『食料需給表』に
よる主要食品別の１人当たり純供給の推計値が
存在するが，韓国に関しては同種の統計は１９６１
年以降しか存在しないと承知している。本稿で
は，国際連合食糧農業機構，FAOが提供する，
FAOSTAT, Food Balance Sheets,１９６１年以降各
年版を利用する＊４。
表５に示されているように，１日・１人当た
り総熱量供給は，１９６１年は日本が２，５２５Kcalに
対し，韓国は２，１４１Kcal，１９６５年にもそれぞれ
２，６２０Kcalと２，３６７Kcalで，韓国のほうが顕著
に低い。特に動物性食品からの供給熱量は，
１９６１年に日本が２５１Kcalに対し，韓国は５６Kcal
で，以降両国とも増加傾向にあるが，１９６５年に
も韓国は日本の５分の１程度の低さである。日
本は動物性食品からの熱量供給が急テンポで増
大し，１９９０年には１９６１年当時の約２．５倍の６１６
Kcalになるが，植物性食品からのそれは全く
変わっていない。他方，韓国の食料供給の増大
は目覚ましく，特に植物性食品からの熱量供給
が急増し，１９７５年には２，９３９Kcalで，１９６１年よ
り４０％以上も大きくなり，その時点で総熱量供
給において日本を１日・１人当たり４００Kcal近
く上回り，２０１０年における両国間格差は６００Kcal
に拡大している。動物性食品からの熱量供給は，
日本では１９８０年始めころから増加テンポが顕著
に鈍化し始め，１９９０年代半ばにピークに達する
が，韓国では着実な増大速度が維持され，１９８０
年代半ばにはまだ日本の２分の１の水準であっ
たが，２０１０年には日本と肩を並べるにいたって
いる。次は，主要食品ごとに，１人・１年当た
りの純供給量について，両国の時系列比較を試
みる。
日本と韓国の食形態は，米を中心とするご飯
が主食，少量の魚や肉で味付けされたオカズが
副食という基本的形において共通している。近
年，特に若い世代では，「主食」と「副食」の
境界が薄れつつあるが，それでも夕食ではご飯
の位置づけは変わらず残っている。両国とも
肉・魚の消費は急増してきたが，現在でも摂取
熱量の主たる割合を，米・麺・パンの穀類に依
拠している。表６左トップの欄に見るように，
（１人・１年あたり：このパラグラフでは以下
省略）穀類消費は，韓国のほうが日本より１９６１
年以降半世紀にわたる調査全期間を通して一貫
して多い。他方，肉＋卵・魚・および牛乳は，
表５ 日本と韓国における１人当たり摂取カロリーの推移（植物性と動物性食品）
１９６１―２０１０年
（kcal／１日）
総計 植物性食品 動物性食品
年次 日本 韓国 日本 韓国 日本 韓国
１９６１ ２５２５ ２１４１ ２２７４ ２０８５ ２５１ ５６
１９６５ ２６２０ ２３６７ ２２８９ ２２９３ ３３１ ７４
１９７０ ２７３７ ２８１６ ２３１４ ２７１２ ４２３ １０３
１９７５ ２７１６ ３１０６ ２２５２ ２９３９ ４６４ １６７
１９８０ ２７９８ ３０２５ ２２６１ ２８１２ ５３７ ２１２
１９８５ ２８６１ ２９５１ ２２８１ ２６７９ ５８０ ２７２
１９９０ ２９４８ ２９５６ ２３３２ ２６３６ ６１６ ３２０
１９９５ ２９２０ ３０２２ ２２９４ ２６０９ ６２６ ４１３
２００５ ２８２９ ３１０２ ２２４２ ２６３０ ５８６ ４７２
２０１０ ２６８５ ３２８１ ２１３５ ２７４６ ５５０ ５３５
出所：FAOSTAT，Food Balance Sheets，各年。
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表６ 日本と韓国における主要食品の１人当たり純供給の推移
１９６１―２０１０年
（kg／年）
穀物 日本 韓国 肉＋卵 日本 韓国
１９６１ １５７．８ １７６．８ １９６１ １６．８ ５．５
１９６５ １５３．３ １８４．６ １９６５ ２４．６ ７．１
１９７０ １４４．３ ２１７．８ １９７０ ３４．１ ９．２
１９７５ １４２．４ ２３５．３ １９７５ ３９．２ １１．８
１９８０ １３４．２ １９９．３ １９８０ ４６．７ １９．７
１９８５ １３３．３ １９０．７ １９８５ ５０．８ ２５．５
１９９０ １２９．５ １６８．６ １９９０ ５７．３ ３３．７
１９９５ １２２．９ １６８．５ １９９５ ６３．９ ４７．６
２０００ １２０．４ １６０．３ ２０００ ６４．８ ５７．３
２００５ １１５．１ １４６．１ ２００５ ６５．９ ５９．９
２０１０ １１１．２ １４９．０ ２０１０ ６６．７ ７０．１
野菜 日本 韓国 牛乳 日本 韓国
１９６１ ９６．８ ７５．７ １９６１ ２４．９ ０．６
１９６５ １１９．６ ８２．３ １９６５ ３８．５ ２．８
１９７０ １２６．８ １０４．０ １９７０ ５２．５ ３．２
１９７５ １２１．３ １４７．７ １９７５ ５１．４ ４．２
１９８０ １２２．６ １９７．９ １９８０ ６８．２ １０．９
１９８５ １１９．５ １８１．７ １９８５ ７３．６ １６．９
１９９０ １１６．７ ２００．６ １９９０ ７８．０ １９．３
１９９５ １１６．６ ２２２．３ １９９５ ８２．６ ２０．７
２０００ １１２．８ ２３５．７ ２０００ ８１．７ ２８．０
２００５ １０７．８ ２１５．８ ２００５ ７８．０ ２７．０
２０１０ ９８．９ １９６．５ ２０１０ ７２．６ ２２．７
果物 日本 韓国 魚 日本 韓国
１９６１ ２９．７ ５．２ １９６１ ５０．７ １３．２
１９６５ ３９．０ ９．８ １９６５ ５１．６ １７．６
１９７０ ５３．９ １２．３ １９７０ ６０．２ １８．４
１９７５ ６１．９ １４．６ １９７５ ６６．６ ３９．０
１９８０ ５５．６ ２３．２ １９８０ ６５．０ ４１．３
１９８５ ５１．９ ３５．２ １９８５ ６９．７ ４７．３
１９９０ ５０．２ ４７．０ １９９０ ７１．４ ４６．４
１９９５ ５３．２ ６９．６ １９９５ ７１．１ ５０．１
２０００ ５１．４ ６９．６ ２０００ ６７．３ ４６．９
２００５ ６０．３ ７６．１ ２００５ ６０．４ ５３．８
２０１０ ４９．１ ６７．６ ２０１０ ５２．６ ５６．７
出所：表５に準じる。
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逆に日本のほうがごく最近まで圧倒的に多い。
特に牛乳については，韓国の消費は２０００年代に
入っても日本の３分の１水準に過ぎない。参考
までに西欧諸国と対比すると（付録表２），た
とえばオランダと英国における，肉＋魚の年間
１人当たり供給量は，１９９０年時点において，そ
れぞれ１０２．７kgと９７．９kgで日本と大差ないが，
牛乳のそれはそれぞれ３１４．８kgと２３２．３kgで，
日本より数倍多い。
表６を概観して気付くのは，１９６０年代半ば以
降，韓国における野菜消費の顕著な伸びと，１９７０
年初期以降における日本の野菜消費の漸減傾向
で，１９８０年代半ばには韓国が１８１．７kgに対し日
本は１１９．５kgで５０％多く，２０００年代初めにはそ
れぞれ２３５．７kg対１１２．８kgで２．１倍多い。並ん
で気つくのは，果物消費である。韓国はもとも
と果物を食べる国ではなかったようである。
１９６０年代初め，日本における１人当たり果物消
費は２９．７kg，韓国のそれは５．２kgで６分の１に
過ぎなかった。その後日本でも果物消費は急増
し，１９７０年代半ばにピークに達し６１．９kgを記
録したが，同じ時期韓国のそれは１４．６kgで４
分の１を下回った。その後日本の果物消費は漸
減し，２０００年代初めに５１．４kgに落ちるが，同
じ期間韓国における果物消費は着実に増加
し，１９９０年代初めに日本に並び，２０００年代初め
には６９．６kgを記録し，日本より３５％，２０１０年
代初めには４０％近く多くなっている。
前パラグラフで特記した国民１人当たりの食
品別消費の動向が，日本と韓国の子供たちの身
長増進と如何様に関わるかは，単なる回帰・相
関分析では解明できると思えない。一番の問題
は，表５，６に示される食品供給（＝消費）は，
中高年齢層を含む国民１人当たりのそれで，成
長期の子供たちに限った消費の推移ではない。
妊娠中の女性の栄養状態は，胎児の成育に関係
し，その後の成長発達に強く影響するらしいこ
とはわかっている（“first２０ months” : Cole,
２００３; Deaton,２００７; Prentice et al.,２０１３; な
ど多数）。しかしそれは人口の一部に過ぎない。
次節では，筆者が１９９０年代半ばから試行錯誤し
ながら作り上げてきたモデルを使い（MIモデ
ル，１９９７；TMIモデル，２００４），家庭内消費に
限られるが（家庭で調理した弁当などは含む），
日本と韓国の家計消費調査結果（世帯主年階級
区分）を分析して得られた成人前の子供を含む，
年齢階層別の肉・生鮮野菜・生鮮果物などの個
人消費の動きを紹介する。
＊４ 日本では農林水産省『食料需給表』，韓国では農
林水産部『食品需給表』（１９６４年以降）が，各年度の
統計をそれぞれ発表している。幾つかの年次を選び，
幾つかの主要項目に関する推計値を，FAOSTATのそ
れと比較してみると，１人・１日当り供給熱量につ
いても，１人・１年当たり供給量についても，両国
政府機関の発表統計と FAOSTATの間にはかなりの
差異が観察された。FAOSTATは各国政府機関の公表
数値の単なる再録ではなく，FAO自体の独自な統一
基準に基づいて，再集計をしているのであろう。し
かし日・韓の間の食料供給における構造的格差と趨
勢的変化を決定するうえで，大きな問題があるとは
思えない。また同じ国の異なる年次の比較ではなく，
異国間のそれぞれ同じ年次の比較においては，国連
FAOSTATを利用するほうが客観性は高い。
年齢階級別，特に成長期の子供たちの
食料消費の推移
身長に関して，成長の段階に応じて必要とさ
れる栄養を過不足無く摂取すれば，両親から受
け継いだ遺伝的ポテンシャルに到達するのが普
通である。両親が育った時代に比べ，一般に食
糧事情が良く，体育や居住環境などが良好であ
れば，両親より平均２―３cm程度高くなるの
は珍しくない。筆者が小・中・高を過ごした時
代には，この食べ物は「栄養がある」とは，単
に腹一杯になるかどうかを超えて，「カロリー
値が高い」と同義語であった。動物蛋白やアミ
ノ酸がどれだけ，ビタミンやミネラルがどれく
らい含まれているかより，熱量が十分含まれて
いるかどうかが最重要であった。カロリーを十
分とれば，体は大きくなると思われていた。す
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でに述べたように敗戦後３年経った１９４８年度に
も国民１人当たり供給カロリーは１，８５１Kcalに
過ぎず，戦前水準に戻ったのは１９５０年代半ばで
ある（付録表１）。筆者の記憶でも，普通の国
民が日常的にひもじさから解放されたのは，
１９５５年，『経済白書』が「もはや戦後でない」
を謳った年である。それ以降，日本の食料消費
は量的のみならず質的に向上していった。他方
韓国の食糧事情は，戦後数年間は日本よりやや
恵まれていたと想像されるが，１９５０年に朝鮮戦
争が始まり，３年間にわたって国土破壊が続い
たので，１人当たり供給熱量が日本と同じ水準
に回復するのは，先に述べたように，１９６０年代
半ばになってからである。１９６０年代初めに韓国
の子供たちの体位が日本の子供たちより劣るの
は（表３―４），栄養学的に当然の帰結だったと
思われる。
日本には戦後間もない時期から，都市部に住
む相当数の一般世帯について，家計の消費支出
が実査され，『家計調査報告』として公表され
てきた。初めのころは，都市規模別，世帯の平
均所得階層別に区分された統計が主流であった
が，１９７９年から所得階層別区分に代わって，世
帯主の年齢階級別の細密な統計が公表されるよ
うになった＊５。本稿ではそれを利用する。参考
までに，付録表３に，１９８５年と１９９０年における，
米の世帯購入量に関する統計を載せている。た
とえば，１９９０年において，世帯主年齢が２５―２９
歳と４５―４９歳の家庭において，米の年間平均購
入量（＝消費量）は，それぞれ５６．３kgと１５０．５
kg，同じく含まれる世帯員数はそれぞれ３．０７
人と４．００人であった。世帯購入量を世帯員数で
割って，２５―２９歳と４５―４９歳の個人平均家計消費
量は，それぞれ５６．３／３．０７＝１８．３kgと１５０．５／
４．００＝３７．６kgであったと推定することが珍し
くない。直感的に問題なのは，配偶者を除き家
族全員が世帯主と同じ年齢階層に所属するわけ
ではなく，残余の多くは同居する子供たちであ
ろう。上の例で，世帯主が２５―２９歳の世帯の，
（３．０７－２．０）＝１．０７人は，おそらく乳幼児で，
まだ米はほとんど食べないかもしれない。多少
食べているとしても，親の１０分の１程度くらい
だろう。とすれば，２５―２９歳の世帯主と配偶者
の１人当たり消費量は，５６．３／（２．０＋１．０７×
０．１）＝２６．７kg前後と推定するほうが現実に近
いと考えられる。他方世帯主が４５―４９歳の世帯
主夫婦以外の２人は，おそらく思春期後半の食
べ盛りと見て非現実的ではない。身近の観察や
その年代の世帯の聞き取りなどから，１０歳代後
半の子供たちは，親の１．３倍くらい食べると推
定されれば，４５―４９歳の世帯主と配偶者の１人
当たり消費量は，１５０．５／（２．０＋２×１．３）＝３２．７
kg前後で，最初にあげた単純割り算による３７．６
kgよりかなり低いと推定するほうが現実に近
いかもしれない。
成長期の子供たちの食料消費の推移を求めて
いる本稿が直面する更なる問題は，世帯主年齢
階級別家計消費を世帯員数で割って，当該年齢
階級別の個人消費とみなす方式では，まだ世帯
を構えない成人前の子供たちの年齢別消費を把
握することが出来ない。世帯主年齢階級別家計
消費を公表する『家計調査』から，未成人を含
む世帯員の年齢階級別消費を導出するためには，
世帯主年齢階級別の世帯員年齢構成を陽表的に
取り込んだ，何らかの構造方程式に依拠するの
が望ましい。以下紹介する未成年者を含む年齢
階級別家計消費の推計値は，筆者も参加して作
り上げたMIモデル（Mori and Inaba,１９９７）
とそれを統計学的に洗練した TMIモデル
（Tanaka, Mori, and Inaba,２００４）を用いて，筆
者が推計したものである。
子供たちの食料消費，特に栄養面に特定した
食料摂取の実態を把握するうえで，学校給食の
位置づけは極めて重要である。特に日本におい
てはユニセフの支援で，「脱脂粉乳とパンの組
み合わせ」給食が１９５０年以前から試験的に，ま
た法律に基づく全国的給食は小学校には１９５２年，
中学校には１９５４年から，実施され，児童の栄養
改善に重要な役割を果たした（川越・鈴木，
２０１４；など）。
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他方，韓国における学校給食の展開ははるか
に晩く１９９０年代に入ってからで，全国の小学校
に対しては１９９７年，対中学校給食は１９９９年，対
高校は２００３年からである（Y. Huang,２０１３）。
学校給食の学童に対する栄養補給と体位向上に
かかわる影響は無視するわけにはいかないが，
それを定量化する知見と能力は現在の筆者に欠
けている。
次にあげる表７と表８は，身長との関連で内
外の学界でもしばしば引き合いに出され肉類と
牛乳について（Grasugruber et al.２０１４,２０１６;
etc．），単なる人口１人当たりではなく，児童
を含む個人の年齢階級別家計内消費の動向
を，１９７１年以降眺めたものである。小・中校生
の大半は，休日と夏・冬の休暇中を除き，昼食
は学校で給与される。しかも在宅時に比べ，好
き嫌いは別にして，一般に栄養面での配慮は，
経済面での制約はあるにせよ行き届いている。
特に牛乳の場合は，小・中校生の年齢階級別の
消費は，表８に出てくる数量に一定量を加えて
考えるべきであろう。ただし他の年齢階層は，
家庭の外で牛乳を飲んでいないと言うわけでは
ない。
肉類の１人当たり家計（以下省略）消費
は，１９７０年当初から１９８０年にかけて年齢階級を
問わず著しく（４０―５０％前後）増加した。しか
しそれ以降は，５０歳以上の高年齢層では，２０１０
年まで着実に増え続けたが，成長期の子供たち
を含む若年層では，１９８０年以降ほとんど変わっ
ていない。需給表ベースで眺めた人口１人当た
り（肉＋卵）の消費は，１９８０年から１９９０年代半
ばにかけて３５％強増大しているが（表６），中
高年層の個人消費に支えられたものと想定され
る。
牛乳の家計内消費は，年齢階層によって対象
期間内における動きに構造的な差異が観察され
る。０―１０歳の階層では，１９７１年から１９９０年代
初めまで１人当たり３０lの高い水準を維持し，
減りも増えもしていない。１０歳代の子供たちの
それは，同じ期間，２３―２４lから３０lまで漸増，２０
歳代の若年成人は２７―２８l水準を維持している。
それらの動きと対照的に，４０歳代，特に５０―６０
歳代の家計内牛乳消費は，１９７０年代初めにおけ
る１人当たり１５l前後の水準から，１９９０年代初
めに３５l前後の水準まで着実に増加している。
肉の場合同様，１９７０年から１９９０年代に至る人口
１人当たりで見た牛乳消費の着増は，主として
中高年齢層の個人消費に支えられてきたと見て
よいだろう。
（１人当たり）肉の（家計内）消費も，牛乳
のそれも，対象期間中に若年層，特に成長期の
子供たちの消費が顕著に変化したというわけで
はなく，中高年層，特に高年層の消費が急増し
た統計的事実が明確になった。次に表９，表１０
において，生鮮野菜と生鮮果物の年齢階級別家
計消費の動向を眺めることになる。表６におい
て，需給表ベースでみると，日本における野菜
の１人当たり供給（＝消費）は，ピーク時の１９７０
年の１２６．８kgから２０００年の１１２．８kgに，１０％程
度漸減した（韓国は同じ期間，１０４．０kgから
２３５．７kgまで２．３倍に着増した）。
生鮮野菜の年齢階級別家計消費の推移は如何
であったか。まず１９７１年において，４０歳代後半
から７０歳代前半の消費が（１人当たり）８０―９０
kgで最も高く，若年層は１０歳代を含め６０kg
台，１０歳未満の子供は４０―５０kgで低かった。筆
者が中年に達したころよく耳にした「最近の若
い人は肉や脂濃い食事が好き」から，常識的に
予想された結果である。しかし生鮮野菜の年齢
階層別家計消費の１９７０年代以降における展開は，
上の常識をはるかに超えるものである。５０歳代
以上の高年齢の個人家計消費は，２０００年代初め
まで１人当たり８０―９０kg水準を維持している
が，２０―３０歳代の若年層は７０kgに近い水準から
２０００年代初めには４５kgに低下した。さらに１０
歳代の子供たちのそれは，６０kgから３０kg以下
の水準まで，半減している。１０歳未満層のそれ
は平均４５kgから１７―８kgまでほぼ３分の１水
準に激減している。
果物は日本ではしばしば「水菓子」と呼ばれ，
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表７ 日本における肉類の年齢階級別家計消費の推移，１９７１―２０１０
（kg／年）
歳／年次 １９７１ １９８０ １９９０ ２０００ ２０１０
０～４ ８．１ ８．４ ８．３ ９．１ １０．０
５～９ ９．８ １２．５ １１．６ １２．３ １３．３
１０～１４ １１．６ １６．１ １５．２ １５．９ １６．６
１５～１９ １２．４ １８．３ １８．０ １８．８ １９．０
２０～２４ １１．１ １５．０ １４．８ １６．０ １６．０
２５～２９ １０．９ １４．０ １３．４ １５．２ １５．５
３０～３４ １０．７ １４．４ １３．６ １４．９ １６．４
３５～３９ １０．９ １５．５ １５．０ １６．１ １７．９
４０～４４ １０．７ １６．１ １６．８ １８．２ １９．７
４５～４９ ９．８ １５．９ １７．６ １９．６ ２０．３
５０～５４ ９．９ １５．０ １６．３ １９．２ １９．８
５５～５９ ９．９ １３．７ １４．４ １８．３ １９．８
６０～６４ ９．５ １３．５ １３．５ １７．０ １９．９
６５～６９ ８．８ １１．７ １１．６ １５．１ １８．０
７０～７４ ８．３ １０．０ ９．９ １３．１ １５．３
７５～ ７．２ ８．３ ８．２ １１．０ １２．６
出所：著者が『家計調査年報』各号から，TMIモデルを用いて算出。
注：肉類にはハムなどの加工品を含む。
表８ 日本における牛乳の年齢階級別家計消費の推移，１９７１―２０１０
（lit／年）
歳／年次 １９７１ １９８０ １９９０ ２０００ ２０１０
０～４ ３０．６ ３０．６ ３０．５ ２５．５ １７．３
５～９ ２６．６ ２７．２ ３０．５ ２７．４ １８．８
１０～１４ ２３．１ ２５．０ ２９．９ ２７．７ １９．８
１５～１９ ２４．２ ２６．１ ２８．８ ２６．０ １９．７
２０～２４ ２６．１ ２７．９ ２７．３ ２３．３ １８．９
２５～２９ ２７．４ ２８．８ ２７．７ ２２．４ １８．７
３０～３４ ２２．７ ２８．１ ３１．８ ２８．３ ２２．３
３５～３９ １５．５ ２０．９ ３１．６ ３３．５ ２６．０
４０～４４ １４．１ １９．５ ３２．８ ３６．６ ２９．０
４５～４９ ９．４ ２０．９ ３２．６ ３６．９ ３０．６
５０～５４ １１．９ ２２．６ ３１．６ ３５．３ ３０．９
５５～５９ ９．２ ２１．４ ３３．２ ３５．７ ３１．５
６０～６４ １４．３ ２３．０ ３６．５ ３７．９ ３２．４
６５～６９ １８．５ ２４．１ ３７．０ ４１．３ ３４．５
７０～７４ １７．７ ２４．６ ３７．１ ４４．７ ３６．９
７５～ １５．９ ２２．５ ３３．７ ４１．８ ３４．５
出所：表７に準じる。
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表９ 日本における生鮮野菜の年齢階級別家計消費の推移，１９７１―２０１０
（kg／年）
歳／年次 １９７１ １９８０ １９８５―８６ １９９０ １９９５―９６ ２０００ ２０１０
０～４ ３９．４ ２８．５ ２３．１ １９．３ １７．１ １５．６ １４．８
５～９ ５０．２ ３８．８ ３１．４ ２６．８ ２３．３ ２１．０ ２０．２
１０～１４ ６０．１ ４８．１ ４１．１ ３５．４ ３１．９ ２７．０ ２７．４
１５～１９ ６４．２ ５４．１ ４８．３ ４２．１ ４０．０ ３３．０ ３３．９
２０～２４ ６７．５ ５５．６ ５１．３ ４４．５ ４４．５ ３８．３ ３６．０
２５～２９ ６８．１ ５６．５ ５３．７ ４６．５ ４８．０ ４３．３ ３９．２
３０～３４ ６７．６ ６１．８ ５７．２ ５１．２ ５０．３ ４６．５ ４３．５
３５～３９ ６９．３ ６９．５ ６３．１ ５７．４ ５４．３ ５３．０ ４７．９
４０～４４ ７３．８ ７５．９ ７３．３ ６６．６ ６２．２ ５８．５ ５２．３
４５～４９ ８１．１ ８４．７ ８３．０ ７６．９ ７２．４ ６５．６ ５７．０
５０～５４ ８７．２ ８９．８ ８９．２ ８１．８ ８０．０ ７７．３ ６２．５
５５～５９ ９０．９ ９１．２ ９４．６ ８６．２ ８７．５ ８７．３ ６９．９
６０～６４ ９０．７ ９４．５ ９７．８ ９１．４ ９０．９ ９２．８ ７８．５
６５～６９ ８４．３ ９２．０ １００．２ ９１．１ ９１．０ ９５．３ ８３．２
７０～７４ ７５．９ ８４．５ ９４．１ ８４．５ ８５．５ ９１．１ ８３．９
７５～ ６６．０ ７５．５ ８４．７ ７５．７ ７７．１ ８２．８ ７９．１
出所：表７に準じる。
表１０ 日本における生鮮果物の年齢階級別家計消費の推移，１９７１―２０１０
（kg／年）
歳／年次 １９７１ １９８０ １９８５―８６ １９９０ １９９５―９６ ２０００ ２０１０
０～４ ３２．２ ２３．８ １３．４ ６．９ ３．８ １．５ ２．３
５～９ ４０．４ ２９．１ １７．０ １０．８ ５．６ ３．１ ２．５
１０～１４ ４３．８ ３０．１ １９．４ １４．０ ８．１ ４．７ ３．３
１５～１９ ４７．３ ３０．８ ２０．７ １５．７ １０．８ ６．７ ５．４
２０～２４ ４９．０ ３１．２ ２２．１ １５．９ １３．６ ９．９ ８．３
２５～２９ ４７．７ ３１．９ ２４．７ １７．８ １６．６ １３．７ １１．３
３０～３４ ４５．５ ４０．２ ３３．８ ２６．２ ２０．７ １８．５ １３．７
３５～３９ ４６．７ ４７．３ ３９．５ ３４．６ ２６．４ ２５．０ １５．９
４０～４４ ４９．８ ５０．２ ４７．０ ４１．８ ３３．３ ３１．１ １８．５
４５～４９ ５２．１ ５５．０ ５０．１ ４８．０ ４１．１ ３５．６ ２２．５
５０～５４ ５５．４ ５９．７ ５３．８ ５０．８ ４７．６ ４４．６ ２７．９
５５～５９ ５３．３ ６０．０ ５９．３ ５７．２ ５３．５ ５２．３ ３６．４
６０～６４ ４７．０ ５９．５ ６１．９ ６１．６ ５７．１ ５８．５ ５０．５
６５～６９ ４２．１ ５７．５ ６０．３ ６２．４ ６０．２ ６３．０ ５６．１
７０～７４ ４２．０ ５６．７ ５９．７ ６３．０ ６１．７ ６５．３ ５８．２
７５ ４０．４ ５１．６ ５９．６ ５７．６ ６２．５ ６６．３ ５９．４
出所：表７に準じる。
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嗜好品の一部と位置付けられることがある。一
般に肉体の成長に欠かせぬ栄養食品とみなされ
てはいない。筆者はここ２―３年来，国立果樹
研究所と浜松医大共同による「三ヶ日町住民の
経年コウホート調査」の結果に基づき（Sugiura
et al.,２００８,２０１２,２０１５; etc. ; Nakamura, Sugi-
ura et al.,２０１６; etc.），果物摂取と骨のミネラ
ル沈着・骨密度の間には強い正の相関があるら
しいことを学び，果物が思春期を含む子供たち
の長管骨の発達にプラスに作用するらしいと論
じてきた＊６（森，２０１６a，２０１６b，２０１７; Mori，
２０１６，２０１７; Mori，２０１８a ;など）。次に紹介す
る表１０は，筆者グループがここ２０年来最重点的
に分析し（Mori, Clason, Ishibashi et al.,２００９;
Mori and Stewart,２０１１; 森宏,２０１４;など），
細部にわたって自信を持つ推計値である。
日本の果物消費は，戦後，特に１９５０年代半ば
から急増し，『需給表』に表れる人口１人当た
り供給は，１９６５年の３９．０kgから，１９７５年のピ
ーク６１．９kgに達し，それ以降は漸減傾向をた
どり，２０００年には５１．４kgに落ちている（前掲
表６）。家計における生鮮果物（ジュースは含
まない）の消費も，全般的に１９７５年をピークに
それ以降漸減しているが，年齢階層別に観る
と，１９７１年から１９８０年の期間，３５歳以上５０歳代
まではややプラス，６０歳以上層は大幅に増加
し，３０歳代前半以下若い層は減少に転じている。
特に１４歳以下の若年層は１９８０年から１９８０年代半
ばまでの僅か５年間に，１人当たり生鮮果物の
家計消費が半分以下に落ち，減少傾向はそのま
ま１９９０年代央，２０１０年代初めまで持ち越される。
５０歳代以上の高年齢層における消費は，１９８０年
代初めの高い水準がほとんどそのまま維持され
ているが，特に０―９歳，１０―１９歳の未成人の生
鮮果物消費は，２０００年代初めにも１人当たり年
間１０kgを割り，２０１０年代初めには５kg以下に
なっている。日本の子供たちは，欧米各国や本
稿では韓国との比較ではなく，同じ日本人の間
で比べても６０歳以上の成人の１０分の１程度に落
ち＊７，この世代は果物をほとんど食べなくなっ
ている。
韓国でも，日本と似通った家計の消費支出調
査が政府機関の手によって，１９８０年代の初めこ
ろから実施されている。しかし，日本の『家計
調査年報』のように，例えば世帯主年齢階級別
集計値が，１冊の統計書や近年のようにインタ
ーネット上で誰に対しても無料で公表されてい
るわけではない。筆者はたまたま韓国農村経済
院（KREI）所属する研究者を通じて，主要食
品群について１９９０年から２０１０年に至る世帯主年
齢階級別に集計されたデータを入手する幸運に
恵まれた。韓国のデータには，世帯主年齢階級
別の世帯員構成を示唆する情報が含まれていた
ので，日本の場合同様，TMIモデルを適用し
て，世帯員年齢階級別消費支出を推定した。次
に見る，表１１（肉類），表１２（生鮮野菜）と表
１３（生鮮果物）は，まだ関係者の吟味を経てい
ない仮の推計データである。十分自信のある推
計値であるとは言えないが，基になった世帯主
年齢階級別データを一瞥した折の感触から，大
きく離れてはいない。
肉類の家計内消費に関し，２０歳代および１０歳
代のほうが，４０―５０歳代の中高年層に比べかな
り低いのは，計測単位が支出額であるとしても
（単価の差が考慮されていない），安易に納得す
るのは難しい。他方，生鮮野菜と生鮮果物の消
費に関し，中高年層と若年層の格差は，先に見
た日本のケースに比べ，はるかに小さく，年次
を追って拡大もしていない。韓国においては，
「若者の果物離れ」（『農業白書―１９９４年度』）は
進行していない。韓国において，近年「若者の
キムチ離れ」は顕著のようだが（Kim, E-K et al.），
日本に比べ子供たちの食卓から野菜が消え失せ
たわけではないようである（外山他，２０１７；
Mori，２０１８a；など）。
＊５ １９７１年についてのみ，１９７９年以降と全く同様に，
世帯主年齢階級区分の統計が『年報』に発表されて
いる。筆者にとってごく最近の発見である。
＊６ 野菜と果物消費が，成長期の子供の骨密度にプ
ラスに作用するらしいことは，欧米や中国の生理学・
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表１１ 韓国におけるお年齢階級別肉類の家計消費支出の推移，１９９０―２０１０年
（won／月）
年齢階級 １９９０―９１ １９９５ 年齢階級 ２０００ ２００５ ２０１０
０～９ １０７４０ １３７５１ ０～９ １２２１５ ６４１３ ７４５６
１０～１４ １１３５５ １６６５８ １０～１４ １７２４８ ９７０１ １１４３７
１５～１９ ９８６１ １５２３８ １５～１９ １８５９９ １１０８４ １２９９９
２０～２４ ８７３４ １３３３８ ２０～２４ １７８４９ １０５５５ １１４５４
２５～２９ １３５０２ １９８２８ ２５～２９ ２１４８８ １３０３８ １３４３９
３０～３４ １６２３７ ２４６３０ ３０～３４ ２５７００ １５０２４ １５７９７
３５～３９ ２１００１ ３１７６０ ３５～３９ ２９９８１ １７５３４ １８６７５
４０～４４ ２４０８９ ３６７４４ ４０～４４ ３１８２４ ２０００２ ２１５６２
４５～４９ ２５１４７ ３６４２４ ４５～４９ ３１１３５ ２０９８５ ２２９９７
５０～５４ ２５７２３ ３６９１３ ５０～５４ ３２１７０ ２１４６７ ２２３１５
５５～５９ ２７１７５ ３７９４７ ５５～５９ ３２３９８ ２２４９５ ２２４６２
６０～６４ ２７６０１ ３８７１７ ６０～６４ ３２５７６ ２２９３３ ２１７４５
６５～ ２３４０８ ３５９３３ ６５～６９ ３０４３５ ２１０１５ １９５１７
７０～７４ ２７５６５ １８８８５ １７５３４
７５～ ２２９７１ １５６６７ １４５２５
出所：『世帯消費支出調査』から，TMIモデルを用いて筆者が推計。
注：消費支出は２０１０年 wonに実質化してある；肉類には，加工肉も含む。
表１２ 韓国におけるお年齢階級別生鮮野菜の家計消費支出の推移，１９９０―２０１０年
（won／月）
年齢階級 １９９０―９１ １９９５ 年齢階級 ２０００ ２００５ ２０１０
０～９ １８６１５ １１７６９ ０～９ ７３９９ ４１９１ ２３５０
１０～１４ １８８８１ １４２３８ １０～１４ ９３５９ ５６２３ ３３３１
１５～１９ １７６３０ １２５３８ １５～１９ ９６４２ ６３２７ ４００６
２０～２４ １６２５３ １２６３４ ２０～２４ １０１２４ ７３１６ ４８６５
２５～２９ １９６２９ １７７２１ ２５～２９ １２３６４ １０３３２ ６２０３
３０～３４ ２２１１１ ２１３７１ ３０～３４ １４３０６ １２４４２ ８２９３
３５～３９ ２６６３３ ２６８２５ ３５～３９ １７４０２ １４９９２ １０８５０
４０～４４ ３１０６０ ３０５１５ ４０～４４ １９８７９ １８０３０ １３１２５
４５～４９ ３４４５７ ３２２９９ ４５～４９ ２２０５１ ２０８４６ １５８０６
５０～５４ ３４００５ ３４１６２ ５０～５４ ２３６６５ ２３４５７ １８５６５
５５～５９ ３４８６２ ３８４３８ ５５～５９ ２５４０５ ２５９３７ ２１６２０
６０～６４ ３７７４５ ３８３１３ ６０～６４ ２５７０２ ２６６７７ ２３８６１
６５～ ３３１６８ ３３７７４ ６５～６９ ２４５２２ ２５３８３ ２３９３９
７０～７４ ２４４５２ ２５２３７ ２３９７０
７５～ ２４５０５ ２５２３４ ２３９９４
出所：表１１に準じる。
注：消費支出は２０１０年 wonに実質化してある。
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疫学的研究で，明らかにされている（McGartland et
al.２００４; Vatanparast et al.２００５; Prynne et al.２００６;
Li, J-J et al.２０１２; etc．）。
＊７ 筆者たちは，別の目的の為もあって，みかん，
リンゴなど個別の果物についても，５―１０年間隔では
なく，毎年の推計を繰り返しているが，表１０に示さ
れている年齢階層別個人消費の推計値は，大きな推
計誤差を含んでいない。
簡単な結語
だから，日本の子供たちの身長は１９９０年代初
めころから伸び止まり，韓国の子供たちは２０００
年代半ば過ぎまで伸び続け，男女とも，どの年
齢層でも３．０前後高くなったと結論する訳に
はいかない。しかし，国際学界でも広く認知さ
れている肉や牛乳で説明しようとするのは，日
本と韓国の間に存在した１人当たりの消費量の
統計を一瞥すれば，さらに難しい。
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付録表１ 日本における戦前から戦後における１人当たり食料供給（熱量）の推移
（Kcal／１日）
年度 総計 穀物 肉類 魚 牛乳 野菜 果物 イモ類
１９３０―３４ ２０６７ １５０１ ６．８ ６５．２ ４．４ ５０．４ ２４．８ ９３．０
１９３５―３９ ２０５９ １４８６ ８．０ ６３．６ ５．６ ５０．６ ２５．８ ８０．８
１９４６ １４４９ １１１２ ３．０ ３６．０ ３．０ ３６．０ ９．０ １８１．０
１９４７ １６９５ １３９０ ４．０ ３７．０ ４．０ ３８．０ １１．０ １４１．０
１９４８ １８５１ １４４０ ４．０ ４１．０ ４．０ ４０．０ １５．０ １８４．０
１９４９ １９２７ １４８３ ６．０ ５３．０ ７．０ ４２．０ １７．０ １７６．０
１９５０ １９４５ １５２７ ８．０ ７１．０ ９．０ ４４．０ １９．０ １４２．０
１９５１ １８５８ １３５６ １１．７ ５０．６ ９．４ ６８．６ １１．４ １１５．３
１９５２ １９９５ １３７６ １４．８ ６１．２ １３．６ ６７．７ １６．０ １４３．０
１９５３ １９３３ １３２３ １５．６ ５７．１ １３．６ ５９．３ １３．２ １１０．３
１９５４ １９５１ １３３６ １６．７ ５８．７ １８．２ ５８．８ １５．０ １０９．２
１９５５ ２２１７ １４７８ １６．８ ８３．５ １９．５ ７２．９ １６．６ １２４．０
１９５６ ２１９３ １４６０ １９．９ ７９．３ ２２．６ ７０．５ ２２．７ １１７．７
１９５７ ２２７０ １５１１ ２２．５ ９１．７ ２６．１ ７５．６ ２４．４ １０９．３
１９５８ ２２５２ １４６６ ２５．７ ８９．１ ２８．９ ７３．０ ２５．０ １０４．８
１９５９ ２２７７ １４５４ ２７．１ ８９．５ ３１．３ ７４．９ ２５．８ ９３．０
１９６０ ２２９０ １４３９ ２７．５ ８６．６ ３５．９ ８４．１ ２８．９ ８１．５
１９６１ ２３３５ １４４０ ３４．９ ９６．２ ４０．４ ７８．３ ３０．６ ７８．７
１９６２ ２３７３ １４４１ ４３．３ ９４．２ ４５．８ ８５．６ ３１．１ ６７．３
１９６３ ２３８５ １４２９ ４２．２ ９１．８ ５２．９ ９１．９ ３４．８ ６０．１
１９６４ ２４０３ １４２９ ４６．７ ７７．３ ５７．３ ８６．８ ３９．２ ５８．６
出所：農水省『食料需給表』各年度。
付録表２ 西欧における主要食品１人当たり供給の推移，オランダと英国
（kg／年）
オランダ 英国
肉と魚 １９７０ ８３．１ １０７．３
１９９０ １０２．７ ９７．９
２０００ １３０．３ １０２．５
２０１０ １１３．１ １０６．５
牛乳 １９７０ ３２１．５ ２３１．７
１９９０ ３１４．８ ２３２．３
２０００ ３５３．２ ２２０．６
２０１０ ３４０．５ ２４０．８
野菜 １９７０ ８９．４ ７５．５
１９９０ ７５．１ ８８．２
２０００ ９８．０ ８７．１
２０１０ ７８．４ ９２．８
果物 １９７０ ９１．１ ６１．０
１９９０ １３７．１ ７６．１
２０００ １２１．０ ８３．４
２０１０ １１６．１ １２３．１
出所：FAOSTAT, Food Balance Sheets.
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付録表３ 『家計調査』における世帯主年齢階級別購入数量の表示例
１９８５年 １９９０年
うるち米 うるち米
世帯人員 支出金額 購入数量 価格 世帯人員 支出金額 購入数量 価格
人 円 kg 円／kg 人 円 kg 円／kg
全平均 ３．７１ ７３７６６ １５４．５ ４７７ ３．５６ ６１３７１ １２３．６ ４９６
―２４歳 ２．７８ ３２４７４ ６７．２ ４８３ ２．７３ ２７８７６ ５７．５ ４８５
２５―２９歳 ３．２２ ３７２９５ ７８．３ ４７６ ３．０７ ２７６９７ ５６．３ ４９２
３０―３４歳 ３．７７ ４７５９０ １００．５ ４７４ ３．６８ ３５８７３ ７３．５ ４８８
３５―３９歳 ４．３０ ６７５９０ １４２．３ ４７５ ４．１２ ４８７８８ １００．１ ４８７
４０―４４歳 ４．２９ ８５８３１ １８１．６ ４７３ ４．２５ ６６６８２ １３６．０ ４９０
４５―４９歳 ４．１３ ９４５４８ ２００．４ ４７２ ４．００ ７４６８９ １５０．５ ４９６
５０―５４歳 ３．６０ ８４６３５ １７６．７ ４７９ ３．５９ ７３１３７ １４６．１ ５０１
５５―５９歳 ３．２１ ７７３４７ １５９．４ ４８５ ３．２５ ６９６０５ １４０．０ ４９７
６０―６４歳 ２．９４ ７１３４５ １４７．２ ４８５ ２．８５ ６４３６５ １２８．３ ５０２
６５歳― ２．７６ ６７５１７ １３７．９ ４９０ ２．７１ ５９２９４ １１７．２ ５０６
出所：『家計調査年報』各号。
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